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第 10 回 経営強化のための会計 

（有用な会計の視点） 

 
会計と経営のブラッシュアップ 

平成 27 年 6 月 1 日 
山内公認会計士事務所 

 
本レジュメは、企業会計基準及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。 
(三式簿記の研究 井尻雄士著 S59 中央経済社発行)(利速会計入門 井尻雄士著 H2 日本経済新聞社発行)  
(管理会計入門 高田直芳 2008.6 日本実業出版社)(ゼロからわかる指数・対数 深川和久著 2007.12 ベレ出版)  

 
このレジュメは、平成 24 年 10 月に北京外国語大学で会計簿記の講義をした時にまとめたものです。 
 

Ⅰ 経営の目的と会計の工夫 
 

金額は数量×＠単価によって得られた結果である。経営者は商品の数量と単価をもっ

て会社の経営を考え、車を運転する人は距離を頭において、時間と速度を考えて目的地に

到達する。数量×＠単価を考え、深く考え検討することが、会計にふくらみを与え、動的

にすることになり、会計の新しい工夫へと導く方法ではないだろうか。 
何故ならば、決まった金額という数字のみでなく、数字（量）と数字（単価）の関係

を経営活動の上で表現することによって金額という数字をより深く理解し、認識すること

によって会計の数字が生き、ふくらみができる。 
 

 

 
  

 
  
 
 
 
 付加価値を動的に記録する 
 
 

 このようにすれば制度会計にはなかった、会計のもう一つの面を経営に役立てることが

できる筈である。会計はこの面の取組みが遅れているのではないか。会計に数と数との変

動の関係を積極的に導入すべきである。即ち、一方の数（数量）が動けば、他方の数（＠

単価）も変化し、その結果（金額）も動くという数の変化する状況である。これが動的な

経営というものではなかろうか。数字と数字を動かせば、そこに新しい現象が生れること

が期待できる。会計による経営強化の面と方法を今一度見直す必要がある。 
 
一方、経済学は、固定した過去も現在も求め難いのかも知れないが、動く数と数を取

り扱い、将来の数字を積極的に取り入れている。そして数字を駆使して経済変動の把握や

景気予測といった経済学として意味のある社会的価値を生み出すことに成功している。経

営学も数学を使用している。会計も数学の活用を促進すべきである。 

本レジュメはブラッシュアップ日迄にホームページに up してあります 

http://yamauchi-cpa.net/index.html   

 
 

経営強化の会計 
過 去 － 現 在 － 将 来 ？

Ｂ／Ｓ － Ｐ／Ｌ － 経 営 ？

金 額 数量×＠単価 
距 離 時 間×速 度

(固定した結果) (動く数×動く数)

動
的
な
企
業
経

会計にふくらみを 
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(3) 複式会計の効用の拡張 
 

複式簿記の複式と言われる所以は、財産計算（貸借対照表 B/S）と利益計算（損

益計算書 P/L）を有していることによる。即ち、財産の増減を B/S で計算し、そ

の成果である利益の内容と理由を P/L で説明する。この二段がまえ（複式記入）

の構造によって、貨幣単位で経営の状態と成果を説明することが出来る。これ

が複式簿記、即ち現代の会計の役割であり、利用者に対する効用である。会計

を役に立つものとするには、この複式簿記そのものである B/S（財産計算）と

P/L（利益計算）から出発し、拡張すべきである。 
 
次に、利益の増減と同時に大切な資金（現預金）の増減がある。P/L は B/S

の重要項目である純財産の期間差額、即ち 2 期間の純財産の増減（利益）の説

明である。そして、利益の増減と併せて重要な財務情報、資金（現預金）の増

減を説明するものがキャッシュ・フロー計算書（C/F）である。 
 

B/S の作成  P/L の作成  C/F の作成 
     
2 期間の資金差額    資金の増減内容の説明 
2 期間の財産差額  利益の形成内容の説明   
財産状態の説明     
(①時点の財産説明)  (②期間の利益説明)  (③期間の資金説明) 

 
更に、B/S の期間差額の説明表として作成された P/L と C/F の効用をより高

めるためには、P/L と C/F の期間差額を説明することが必要である。 
 

P/L の変化  C/F の変化 
   
2 期間の利益の増減変化  2 期間の資金の増減変化 
(④利益の変化率の説明)  (⑤資金の変化率の説明) 

 
つまり、現状では 5 段階（①～⑤）の計算を経て会計の効用が拡張されてい

る。①はある一定時点の財産状態計算、②と③はある期間（時間）の利益と資

金の成果計算である。即ち①は例えば、停まっている自動車の説明、②と③は

時間における成果計算、自動車が一定時間（年間）に何㎞走ったか、走行した

距離（成果）の説明である。 
それに対して④と⑤はその距離（成果）の変化の説明、言って見れば変化率

の計算、自動車が一期間に何㎞で走行したかという時速の説明となる。即ち、

距離の時間に対する変動率、距離を時間で微分した速度の説明である。ここに

会計の計算に微分・積分を必要とし、それによって会計の質的拡張を図る余地

がある。 
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２．採算計算の再考 
 

(1) 損益計算のとらえ方 
 
損益計算を次のような内容の変化としてとらえて観察し、分析すべきである。 
 

 
(1) 売上高は数量と単価の積数であり、その変化は次のようにとらえられる。 
 

  数量 (売上又は仕入数量の変化) 

売上高(変動)  ×  
  単価 (売上単価の変化) 

 
(2) 売上原価は数量と単価と操業度の積数であり、その変化は次のようにとらえられる。 
 

売上原価(変動) 

 数量 (数量差＝出庫数量は売上数量と同水準で変化する) 

 ×  
 操業度 (操業度差＝(差額－数量差)× ) 

 ×  
 単価 (単価差＝(差額－数量差－操業度差) 

 
企業（原価単位）は一つの箱、活動組織（体）である。そこには許容（想定）

された操業度があり、その変動によって売上原価は変動する。 
 
(3) 売上総利益は売上高と売上原価の差としての収益力であるが、その内容は売

上高の変動と売上総利益率の変動として要約することができる。 
 

  当期売上高の変動  当期売上高の変動 

売上総利益(変動)  × ＋ × 

  基準売上総利益率  基準売上総利益率の変動 

 
(4) 販管費は企業全体の営業経費（売上高に対する間接費）として、その変動差

異をとらえる。 
 

販売管理費の変動   
 
(5) 営業利益は企業の営業活動の成果としての収益力とその変化としてとらえる。 
 

営業利益の変動   
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(2) ストックを認識し、分析説明する 
 

損益計算書のすべての項目は最終的には利益を表わす。例えば、売上高は売

上利益（プラス）、人件費は人件費利益（マイナス）というように最終的な利益

又はマイナス利益を表示している。従って、基準となる前期や計画の利益と今

期の実績利益と比較した結果の増減は利益の変化（経営の変化）又は差異であ

り、その把握を行うことは企業経営の上で重要である。把握した増減に対して、

増減の内容説明、即ち基準となるスピードと比較した経営実績の結果の分析、

どのようなスピードの変化や差異が生じたかということの分析説明を行うこと

は会計の基本的な役割である。 
　（百万円、％）

№ 項　　　目 分析説明 説　明 科　目 H24/3 P 基準 S 利益増減

1 売上高の分析 売上高 15,000 14,250 750
1)数量の変化(10.0％) 1,425 数量政策成功
　　S×変化率 　
2)単価の変化(△ 4.7％) △ 675 単価政策不適
　　利益増減-1)

3)その他

2 直接原価の分析 直接原価 11,475 10,830 △ 645
1)数量の変化(△10.0％) △ 1,083
　　1の1)に同じ
2)単価の変化(4.0％) 438 仕入政策失敗
　　利益増減-1)
3)その他

3 売上総利益の増減
1）売上高の変化 180 売上増加により 売上総利益 3,525 3,420 105
　　(P-S)×％S 　〃％率 23.5 24.0 △ 0.500
2）売上総利益率の変化 △ 75 GP率downの結果
　　P（％P-％S）

4 人件費の増減 人件費 1,343 1,300 △ 43
1）売上高の変化の影響 △ 20 売上増による増 　〃％率 9.0 9.1 0.100
　　(S-P)×％S×30％
2）その他 △ 23 役員報酬、給与手当増

5 物件費の増減 物件費 2,252 2,044 △ 208
1）売上高の変化の影響 △ 54 売上増による増 　〃％率 15.0 14.3 0.669
　　(S-P)×％S×50％
2）その他 △ 154 賃借料、水道光熱

費等の増加

6 営業損益の増減 △ 146 営業損益 △ 70 76 △ 146

7 配賦額
5 営業外収益 36 31 5

2 営業外費用 58 60 2

8 経常損益の増減 △ 139 経常損益 △ 92 47 △ 139

 
 

増減はストック（差額）を表し、利益はフロー（分析説明）を表している。

上記の例は、利益増減(利益減)に対するおそらくは販売政策の誤りによる業績

不良の招来を分析説明したものである。 
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(3) 加速度について（量の場合） 
 
通常年度（基準年度）に追加する経営努力の大切さは加速度によって理解でき

る。それは、慣性が加速をつける経営者の能力であり、①単価と数量、②変動

費と固定費、③経常利益の状況を総合的に勘案して弾力的な価格の下、販売努

力によって追加販売量を拡大することである。 
 

     （単位：百万円） 

 当年速度①  通常速度(前年)②  加速度①－② 

   （基準年度）   

（単価）平均 (@9.5)  (@10.0)   

（数量） （50t）  （40t）   

売上高 475  400   75 

      

変動費 125  100  △25 

 (26.3％)  (25.0％)  (△1.3％)

変動利益 350  300   50 

固定費 270  260  △10 

      

経常利益 80  40   40 

 

 

 

 

(１)加速度とは？  
 

通常速度を超える速度……売上の対前年（基準年度）増加高 
通常速度（基準年度）の設定は難しい（前年か、前年以前か、予算か、） 

(２)通常速度とは？ 
基準年度の速度、但しプラスの価値（利益の計上）が望ましい。 
基準年度がマイナス値の場合は加速は空吹かしになるおそれがある。 
経営者は前年の経営環境が継続すると考えていた。 

 
(３)加速度をつけるとは？ 

通常速度、基準年度(前年)以上の速度を出す、加速する。 
また、経営においては売上増の外にも直接利益の強化と固定費の圧縮も必要

である。そして弾力的な価格による追加売上のタイミングも重要である。 
(４)加速による影響 

利益の増加……75 百万円の売上増に対して、売上総利益増 50 百万円、経常

利益増 40 百万円となった。 
 

 加速度 40  

 (当期速度 80) 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 経常利益 80 (通常速度 40) 
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(4) 加速度について（質の場合） 
 

(１)経営計画との関連 

(２)計画実現の経営努力との関連 

(３)戦略としての加速度 

(４)企業経営としての必要性 
 

複式簿記の 2 次元を拡張して、あるべき 3 次元を示せばよいわ

けであるが、それは至難であると思う。様々な試みをして、2

次元の複式簿記の経営への有効性のレベルをあげ続け、追求し

続ける必要があるのではなかろうか。 
 

価格の変更について 
 

 

(1)値上げ（価格 up）の動機 
 

(好況時)  結 果 

 ・利益の獲得   

 ・品質の差別化   

 ・原価 up   

(不況時)   

 ・利益の不足   

 ・原価 up   

 ・品質の差別化   

 ・リスクの回避   
 
(2)値下げ（価格 down）の動機 

 

(好況時)  結 果 

 ・得意先獲得   

 ・市場拡大   

 ・ライバルとの差   

 ・体力の活用   

 ・製品の過剰感、陳腐化予想   

 ・固定費の低減   

(不況時)   

 ・アウトサイダーの参入抑制   

 ・競争激化に対処   

 ・利益確保後の余力   

 ・特定取引先に対して   

 ・稼働率の向上   

 ・リスクの許容   
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(5) 加速計算書（慣性を超える挑戦） 
 
複雑な経済事象や金銭の動きを秩序正しく記録し、内容を整理、分析できる簿記会計の技術

は素晴らしい。加速(度)とは通常の状況(基準年)に追加する効果的な経営努力を説明する。 
 

  売上高 
 

変動費 
 

変動利益 
 

固定費 
 

経常利益 
 

前年度損益計算書  400 △100 300 △260 40 
  (100%) (25%) (75%) (65%) (10%) 
当年度損益計算書  475 △125 350 △270 80 

  (100%) (26.3%) (73.7%) (56.8%) (16.8%) 

加速計算書  75 
△25 50 

△10 40 

       
(加速内訳)       
売価値下げ  (△@0.5×40) ―    
  △20  △20  △20 
数量増加及

び変動費増 
 (10t×@9.5) (10t×@10×25% )    
 95 △25 70  70 

固定費増加     △10 △10 
       

① イ．基準年度（前年度）の経常利益は、売上 400 百万円に対して 40 百万円であった。  
ロ．当年度の経常利益は、売上 475 百万円に対して 80 百万円となり、40 百万円の加速となった。 
ハ．その原因は、追加販売の実施時の値下げによる数量の増加が、売上高、変動費、固

定費に影響を及ぼし経常利益の増加となったのである。 
 
② 現在の景況は不況と言えるが、①イ.のように当社の利益の慣性は充分である。経営者は

当年度の利益の確保の見込みを確かめ、その時、加速をかければロ.ハの効果があると考

え実行した。 
 

当年度売上確保 400 百万円  @10.0 万円 × 40t (経常利益 40) 
    ↓  
10t の拡販  ↓  10t (拡販前の@10.0 万円) 
拡販 10t の単価(大幅切下げ)  @7.5 万円   (拡販の@7.5 万円) 

     (利益効果 40) 

拡販後の当年売上 475 百万円  @9.5 万円 × 50t (経常利益 80) 
 
③ 結果的に 25%値引の 10t 増販によって、当年度の経常利益を 80 百万円と前年度の 40 百

万円を大きく上回る(40 百万円)ことができた。加速計算書とは経営の効果を分析検討す

る原因分析計算書であり、経営者は事前に加速(損益)計算書を予測することが出来なけ

ればならない。 
これは微分であり、簿記会計に微分の考えを取り入れる必要がある。 
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本レジュメは、企業会計基準及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。(ABC マネジメント革命 R･ｸｰﾊﾟｰ外著 KPMG ピート･マーウィック訳 日本経済新聞社刊)  
(明日を支配するもの PF ドラッカー著 上田惇生訳 1993.3 ダイヤモンド社刊) (利速会計入門 井尻雄士著 H2 日本経済新聞社発行) 

 
 

Ⅱ．ABC 原価計算 
 

情報を主たる武器として使いこなす時代（情報革命） 
 われわれはようやく道具としての情報を理解できるようになったばかりで

あり、情報のための市場は、まだ混沌状態にある。 

 情報の供給側も需要側も整備されていないが両者は一体となりつつある。そ

して IT 主導でなく、会計士や出版人主導の本当の情報革命が起こる。 

 そのとき、組織も、個人も、あらゆる者が、自らの必要とする情報が何であ

り、いかにしてそれを手に入れるべきかを考えなければならない。情報を主た

る武器として使いこなすことができなければならない時代が来る。 
 

 

 

1. コストの計算から成果の管理へ 

 ABC 原価計算は、事業のプロセスについてのコンセプトとその評価測定の方

法が従来の原価計算とは根本的に異なる。 

 日本の原価計算は、 

  個々の作業のコストの和であった。 

 新しい原価計算は、 

プロセス全体のコストの計算である。 

 ABC 原価計算は、原材料や資材や部品が工場に到達したところから、製品が

消費者の手元に達した後までのプロセス全体を把握する。 

 たとえ、消費者が負担していようともいなくとも、倉庫管理や拠点の設置や

アフターサービスのコストまで、製品コストの一部としてとらえられる。 

 機械の遊休時間や出荷の待ち時間…何もしないコストも計算する。かつての

原価計算が把握できず、してこなかったコストこそ、何かをすることに伴うコ

ストの匹敵する大きさである。 

 

コストの管理→成果の管理(事業と経営の管理へ) 

 

コンセプトの改革 
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2. サービス業における成果 

 間違っていたのは手法ではない。前提だった。 

 サービス業や小売業ではコストは一種類しかない小売業でも同様である。

（例えばスーパー店舗のコスト）。それは、事業の全プロセスに関わるコスト

である。しかもそれは固定コストである。このことを正確に理解する必要があ

る。 

 これまで行ってきた固定コストと変動コストの区分は、サービス業では意味

がない。 

 ABC 原価計算では総コストは固定しており、かつ資源間の代替は不可能であ

るから、問題は、すなわちコストは事業のプロセス全体にあるとする。こうし

てプロセス全体のコストを管理し、コストにかかわる情報を手に入れ、成果を

管理することができるようになる。 
 

 銀行業においては、いかなる作業がコストと成果の中心になっているかを検

討できる。答は顧客へのサービスである。銀行業務において、顧客一人当りの

コストは固定コストである。したがって、顧客一人当りの成果、すなわち顧客

に提供するサービスの量とその組み合せが、銀行のコストと利益を左右する。 
 

 大規模小売業にとって陳列棚は固定コストである。従って、一定期間におけ

る一定量の陳列棚からの利益を最大にすることが、マネジメントの主たる仕事

である。こうして、成果を管理することで低価格と小利幅のもとにおいても利

益を増加させることができる。 
 

 研究活動においても、コストを数字で把握し、管理し、成果と関連づけるこ

とが可能である。 
 

 製造業においても、サービス活動のコストを明確にすることによって、顧客

を獲得し、維持するためのコストについて、新しい見方ができる。 
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3. 経済連鎖全体のコストの管理 

 法人としての企業は、株主や債権者、従業員や税務当局にとっては現実の存

在である。しかし経済的には虚構にすぎない。 
 

 市場で意味があるのは、経済的な現実であって、プロセス全体のコストであ

る。誰が所有しているかは関係ない。 

 

 

 新しい原価計算は製造業の経済学であり、その目的は､製造を事業上の戦略

と一体化することである。 

 

旧来の原価計算 三本の柱の一つ 

(1) 科学的管理法法 

(2) 組立ライン 

(3) 原価計算 ････ この原価計算がGMやGEを世界のリーダーとしての競

争力をもたらした。 

 

現行方式の四つの欠陥(See 10P) 

(1) 直接労働コスト中心の計算 

(2) コスト削減の目標→直接労働コストの削減 

(3) 生産時のコストしか把握できない 

(4) 工場を孤立した存在として扱っている 
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4. 価格主導のコスト管理 

 コスト主導の価格設定→価格主導のコスト管理 

 コストに利益幅を上乗せするコスト主導の価格設定ではなく、顧客が進んで

支払う価格を設定し、商品の設計段階から許容されるコストを明らかにすべき

である。 
 

 （コスト主導の価格設定） 

 × 売価 ← コスト＋利益 
 

 （価格主導の価格設定） 

 △ 売価 → コスト＋利益 
 

 （価格主導のコスト管理） 

 ○ 売価とは（成果  ←  コスト）その結果である。 

         関連づける 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 このような経済連鎖全体のコスト管理を行わなければならない。さもなけれ

ば、いかに自社内において生産性の向上をはかろうとも、コスト上の不利は免

れない。 

 

原価計算による製品イノベーションと製品の改善 

 

 しかし、これらの改善が、改善のための努力が、いずれも従来の原価計算の

枠内で行われたため問題は残されたままになっていた。 

顧客に対する 
サービスの組合せ 

必然のもの 
どうしようもないもの を明らかにする 
  ⇓ 
  活用 
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6. 成果が生まれるところ 

 以上、5 つの種類の情報は、現在の状況について教える。 

 すなわち、戦術を教える。 

 戦略については、外部環境についての組織的な情報が必要である。 

  

戦 術 戦 略 孫子はどちらを 

重視したか （内部的なもの） （外部的なもの） 
 

 戦略には、市場、顧客、非顧客、産業内外の技術、さらには国際金融市場、

グローバル経済についての情報が必要である。それら外の世界こそ、事業活動

の成果が生まれるところだからである。 

 組織内部にはコスト・センター（見える）があるにすぎない、プロフィット・

センター（見えない）は外部の顧客にある。 

 すなわち、変化はつねに組織の外からやってくる。 

 自社の店舗で買物をしてくれる人たちについては知ることができる、しかし、

重大な変化に発展して行くのは、外の世界の非顧客の世界である。業界、産業

すら、その変化は 50％以上は、それぞれの産業の外からやって来る。 
 

 外の世界を知る必要がある。 

 90 年代における日本企業のカリフォルニアにおける不動産投資の失敗は、土

地の用途規制や税制についての初歩的な情報の不足に原因があった。 
 

 致命的な誤りの原因は、税制や社会規制、消費者の好みや流通チャンネル、

知的財産権などの経営環境が、自分たちの考えるようなものであるにちがいな

い。あるいは、あるべきであるという前提に立つことにある。 

 そのような前提に疑問を投げかける情報を手に入れるシステム、期待する情

報を提供するだけでなく、正しい疑問を提起する情報システム（会計）が必要

である。 

 だが、そのためには、そもそも自らが必要とする情報が何であるかを知らな

ければならない。 

 

 

 何故、ドラッカーは改革された会計に期待するのか？ 
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7. 仕事に必要な情報 

 競争相手についての情報収集を意味する企業諜報にとどまってはならない。 
 

 仕事に必要な情報を手にするためには、 

(1) 共に働く者や部下に対し、提供すべき情報は何か 

(2) 自分の必要とすべき情報は何か 

を共通の課題に焦点を合わせた、コミュニケーション（人間関係一般）の観

点から入手する必要がある。 

従って、先ず考えるべきは、自分が何を必要とするかというよりも、人は自

分に何を求めるか、それは誰かという点である。 
 

 

8. 情報の体系化 

 整理して体系化（目的を明確にして…それが会計か）しないかぎり、データ

は情報とならず、データにとどまる。 
 

 ジャック・ウェルチが 1981 年に CEO に就任して以来 GF は世界でも最高の成

長をみせてきた。 

 その成功の大きな原因の一つが、事業ごとの業績データを、目的によって、

異なる形で情報の体系化をしたことであった。 

(1) 事業ごとに財務上、マーケティング上の数字を明白にした 

(2) それらを長期的な戦略のための数字として使った 

(3) それらをイノベーションの実績をみるために使った 

(4) そして、事業部門の経営陣の昇給とボーナスの査定に使った 

(5) 事業部門のそれぞれの人材開発の実績を知るために使った 

(6) 事業部門の経営陣の昇進判断の材料として使った 
 

情報の選別と体系化の基本 

(1) それぞれの優先順位による情報の体系化。（新しい会計の仕事） 

 中心的な課題は何か。 

(2) 蓋然性理論による情報の体系化。 

これは TAC の基本であり、誤差内のことと例外とを区分する考え方であ

る。誤差内なら行動の必要はないデータであるが、誤差外の情報は意味

あるデータである。何らかの行動を必要とする。 

(3) 認識心理学の基礎理論である敷居理論による情報の体系化である。 

 一定の限界に達しない限り、意味のある現象と見る必要はない。 

 ①売上と利益の落込み、②労働災害発生率、③退職率、④苦情件数… 

(4) 尋常ならぜることの報告による情報の体系化である。
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9. 不意打ちをなくす 

(1) 新興国のデータ 

アジアの経済情勢に不意をつかれた先進国企業の例とそれを免れた3つか

4 つのアメリカの金融機関の例 
 

 

 

(2) 外へ出かける 

外の世界の情報を手にするためには、自分で外へ出かけるしかない。人の

書いた報告書はいかに優れていようと、自分の目で観察することにかなう

はずはない。 

① アイルランドのスーパーの例 CEO の心構え 

② アメリカ最大の病院用品の卸会社の例 

③ 医者として成長する最高の方法 

 

 （新しい会計→外へ出る） 
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10. 伝統的原価計算の欠陥 （新しい会計のために!!） 

(1) 原材料を除く総コストのうち、直接労働コストが 80％を占めていた 20 年

代の状況を基礎にしていた。その他はすべて間接費としていた。 

今日では直接労働コストは 10％程度に下がっている。しかるに原価計算は

緻密に算出した労働コストを計算の基礎にしている。 

 

(2) これでは製造プロセスの変更によるコスト削減を直接労働コストの節減

としてしか把握できない。他のコスト削減については、直接労働コストの

比によって比例計算している。 

 

(3) 生産時のコストしか把握していない。 

 故障や生産上の欠陥から生ずる非生産時のコストは把握しない。 

 

(4) 工場を孤立した存在と扱っている。 

 工場内のコスト削減のみを現実のものとして把握する。 

製造プロセスの変化が、市場における製品の評価や、サービスの質に及ぼ

す影響は、推定にとどまっている。 

 

(5) 部品やフレーム、エンジンなどの共通化が直接労働コストを削減するとい

う考え方が誤っている。そのためあらゆる車が似たものになって顧客に対

する訴求力を失った。 

 

(6) これまでの原価計算では、製品や製造プロセスのイノベーションはもちろ

ん、製品の改善さえ正当化できない。（コスト主義であるため） 

 

 

 新しい会計―成果の計算 
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11. 変動コストではない （新しい会計!!） 

 変動費とか直接労働コストを尺度とすることは誤りである。 

 このコンセプトは真のコストと便益を定義しなおすものである。 
 

(1) 新しい尺度は、時間でなければならない。 
 

(2) 一定の時間内に発生するコストはすべて固定的である。 

 変動コストなどというものはない。 
 

(3) 可変であってコントロール可能な唯一のものは時間だけである。（清水の

PC 工法） 
 

(4) 時間を削減するものこそが重要である。 
 

(5) これまでの原価計算では、最終製品の在庫は、直接労働コストを消費しな

いがゆえに、コストがかからないとされてきた。 
 

(6) しかも、最終製品は資産として扱われていた。 

新しい原価計算では、埋没コストである。 
 

(7) 在庫内の製品は、何も生まないどころか、高価な資金を釘付けにし、時間

を消耗する。 
 

(8) 時間コストは高い。 
 

(9) 新しい原価計算は、この在庫についても、その便益（例えば顧客サービス

の迅速さ）を、時間コストとの対比によって評価測定することができる。 
 

(10) 新しい原価計算が工場内だけでなく、工場外の経営陣をして、生産プロセ

スに関わる問題を事業上の意思決定として行わせなければならない。 

 

 

 （新しい会計―時間） 
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Ⅲ．事業目標の実現 
 
 
ドラッカーは現代の経営「事業とは何か」の中で、「企業は利益を得るための組織ではな

い。」「利益とは、事業における意思決定の理由や原因や根拠ではなく、妥当性、結果の尺度

である。」として、結果主義の問題点、誤りを正し、過程と原因を重視すべきとしている。

即ち、企業が目標とすべきは、利益ではなく①マーケティング、②イノベーション、③生産

性である。従って、企業が計画をたて、実行するためには、企業が目標とすべきこの三つの

面を充分に認識して、経営計画を点検して経営を行うことが必要である。 
 
先ず、①マーケティング面の充実を図り、顧客を創造するためには、何を評価測定の尺

度とすべきかということである。 
(1) 顧客は誰か。顧客の求めている商品やサービスは何か。 
(2) 顧客は何を買っているか。なぜ顧客が他社で買うか。顧客の欲求を理解しているか。 
(3) 自社の商品やサービスは陳腐化していないか。惰性で動いていないか。 
(4) 顧客の価格とは何か。顧客のニーズを理解しているか。 
(5) 市場を細分化して、自社の強味、優位性を生かしているか。劣化していないか。 

 
更に、企業がより優れた、商品やサービスを充実させるためには、②イノベーション面

について、何を評価測定の基準にしているかということである。 
(1) 顧客に何を提供しているか。自社の商品やサービスは陳腐化していないか。 
(2) 顧客の価値は何か。新しい商品や用途の開発を行っているか。 
(3) 市場の変化に対応しているか。仕事や人材の開発を行っているか。 
(4) 問題を解消し、飛躍的な成果をあげるためのチャンスの開拓を行っているか。 
(5) 顕在化していないものは何か。市場の潜在的な可能性と過熱を理解しているか。  

 
生産とは、原材料を機械にかけることではなく、論理を仕事に適用することである。③

明確な生産性の評価測定の尺度を持って経営を行っているかということである。 
(1) 未熟練の労働を理論的、分析的な人的資源に変えようとしているか。 
(2) 肉体労働重視ではなく、産出と業績をもたらすすべての生産性を重視しているか。 
(3) 結果主義の生産性分析ではなく、費用対効果の過程の分析を行っているか。 

(4) あらゆることをすること(分散、多様化)を避け、選択と集中に指向しているか。 
(5) 最も消え易い資源、時間、配分の研究や分析が行われているか。 
(6) 新しい生産システムへの移行は、改善ではなく新しい仕事の仕方を身につけることであ

る。 
 
事業計画の実現のためには、ドラッカーの言う①マーケティング、②イノベーション、

③生産性の面から、柔軟な発展と取り組みによって計画の実効性を常時チェックすることを

身につける必要がある。 
即ち、結果（金額）ではなくて、過程と内容（質と量）を重視すべきである。 
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(4) 定量化できない三つの目標 
 
ドラッカーは現代の経営「事業の目標」において、「いかなる事業においても、

仕事と成果について目標を設定すべき領域は八つある。」として、「マーケティ

ング、イノベーション、生産性、資源と資金、利益、経営管理者の仕事ぶりと

その育成、一般従業員の仕事ぶりと行動、社会的責任」を挙げている。即ち、

見える五つと見えない三つである。 

 そして、後半の三つの目標について、これら三つの領域が、経済学、特に今

日の経済分析が扱うものとはあまりにも異なるという事実、即ち定量化して数

学的に処理できないという事実は経済学や会計学の不運であり、経営学（マネ

ジメント）の幸運としてとらえることが出来るとしている。 
 
 これは経済学者の扱うドルの問題や会計士が扱う金額の問題だけでは、マネ

ジメントの実践と分析には不完全で、企業の問題を解決できないということで

ある。経営上の価値を扱う時には、これらの三つの領域を企業経営において具

体的、現実的、更には定量的な領域と同じような中心的な意味を持って扱うと

いうことが必要になる。「企業は人の共同体である。従って企業の仕事ぶりとは、

統計数値ではなくて、人の仕事ぶりである。そして人の共同体は、共通の信条

に基礎を置き、共通の原則の中にその結集力を体現する。」そうして共同体は活

動でき、その構成員から労力や成果を引き出せると言っている。 
 
 これら三つの目標は、目には見えないが企業を活性化させ、企業に仕事をさ

せ、企業を継続させるキーポイントである。三つの領域に関して必要なものは

データの測定ではなくて価値の判断、評価である。これらの領域は人を扱う定

性的な目標であり、ドラッカーは次のものを挙げている。 
①経営管理者の仕事ぶりと育成にかかわる目標： 
目標と自己管理による経営管理者の方向づけ、経営管理者の仕事の設計、組織

の文化、マネジメントの組織構造、明日の経営管理者の育成。 
②働く人たちの仕事ぶりと行動にかかわる目標： 
労働組合との関係について確固たる長期の目標の保持、労働組合の行動やその

理由の把握、働く人の仕事ぶりの充分な理解と把握、労使関係についての主導

権はマネジメントの側になければならない。 
③社会的責任の領域における目標： 
経営管理者の責任ある社会への参画、あらゆる事業に共通する社会的目標、社

会にとって生産的なことを行い、社会を強化し、その繁栄を増進する、それら

が結局は、企業の力と繁栄と利益の本当の基礎となる。 
 

 1950 年前後においてドラッカーが認識したこれらの企業目標は、未だすべて

の企業において、充分に認識され、実現されているとは言い難いが、確かな方

向で進んでいることが実感できる。 
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(5) 移動年計による年度計画 
 
長期計画の一貫として年度計画をたて、その年度の達成目標に向けて経営資

源を集中することは、企業経営のために必要欠くべからざることだ。そして計

画の進捗を管理することによって、目標を見失わないことも年度経営に資する。

また、経過した月次の結果を素早く検討し、反省し、次につなげることも重要

なことである。それが計画経営というものであり、年度計画の役割である。し

かし、現状の年度計画を見ると限界がある。 
 
その限界とは、年初 12ヶ月間であった計画なり目標が、時の経過とともに 1

ヶ月づつ減少することである。即ち、例えば第一四半期が経過すれば、年度計

画は残り 9ヶ月となる。それは当然のことで、残り 9 ヶ月間に目標達成のため

の努力を集中すればよいのではないかという意見もあろうが、それでは不充分

である。過ぎ去った 3ヶ月を将来に向ってどのように役立てるか、どう対応す

るかという問題は解決されていない。 
 
過ぎ去った 1 ヶ月をすぐに次の経営に役立てなければ有用な計画とは言えな

い。継続的に経営を続けている企業の年度を固定的に 1 年と限り、経過月を次

年度のこととして取扱うことに問題があるのではないか。その問題は二つある。 
① 年度計画を固定的にその年限りのものとすること 
② 過ぎた月次の反省を直ちに次の行動につなげられないこと 
これは、従来の事業年度という制約から解放されていない状態である。この解

放することがダイナミックな経営につながるのではないか。 
 
この問題を解決するには、移動年計による年度計画を持つ必要がある。過ぎ

た月の計画と実績を反省し、翌年同月の計画を新たに策定し、年度計画に追加

する。こうすれば常に 1 年という期間の年度計画を持つことができる。即ち、

移動年計（年度計画）を持てるということである。環境変化の激しい時代、単

年度とか年度計画という考えには限界があり、経営環境に柔軟に対応する工夫

が大切である。 
 
例えば次のようなイメージである。 

 

科 目 H24.7 実績 H24.7 計画 H24.7 実績－計画差  H24.8～25.7 計画 

 構成比  構成比  構成比  構成比 

売上高 ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
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４．企業評価のポイント 
 

(1) マネジメント思想の流れ 
 
アダム・スミスが、1776 年その著「国富論」においてピン作りを例にあげて、

分業の効果を説明している。未熟練工は一日一本のピンすら作れないところ、

これを 18 工程に分けると 10 人の工員は一日に一人当り平均 480 本ものピンを

作ることが出来る。同一工程の繰り返しと分業による作業の単純化と工具等の

改良によるものだ。作業の適切な分割と結合は大きな生産性の増進を図る最大

の原因だとしている。そして都市の工場には農村からの不熟練労働者が増加し

その管理（いわゆる労働者の組織的怠業）が問題化するようになった。 
 
18 歳で工場労働者となり、後に製鉄所の技師長となったフレデリック・テー

ラー（1856～1915 年）は、労働の不能率（組織的怠業）を見て、労働者が最速

の時間で作業をしておらず、作業能率は 3 分の 1 から 4 分の 1 程度に抑えられ

ていると思った。それは労働者が能率を上げると経営者は賃金を引下げる。そ

れではいつまで経っても作業能率は上がらない。テーラーは労働者と経営者に

またがるこの問題を解決し、双方の満足を得るための努力をした。それがテー

ラーの①日々の高い課業、②標準的諸条件、③成功の高賃金、④損失負担の四

原則による科学的管理法であり、我々が経営学で学ぶ最初の章になった。 
 
1903 年にフォード・モーターを創立し、コンベアシステムによる自動車生産

を確立したフォード 1世は自動車王と呼ばれた。それまで家を建てるようなや

り方で組み立てられていた自動車生産の方法を見て、労働者は静止したまま組

み立て作業を行う方が能率的だと考え、T 型車に絞り込んでコンベアによる流れ

作業によって、それまでにない規模で自動車を量産した。フォードは経営の目

標を消費者への奉仕と労働者への高い賃金、つまり「低価格と高賃金」とし、

①最良の材料、②運転が簡単、③パワーと安全、④部品の互換性による耐久性、

⑤軽量で低維持費等により大衆車を目指し、その結果自動車は急激に普及した。 
 
しかし、三つの生産方式は経営管理（マネジメント）という領域を主なテー

マとして扱うことはなかった。即ち、人間の機械的な動作の効率化は扱ったが

人間そのものの生産性をテーマとしては扱わなかった。企業が、「オーナーから

部下」、「部下から組織」へと変化し、経営を人間の組織、即ち経営管理者（人

的能力）の問題として扱ったのがドラッカーである。ドラッカーの経営学によ

れば、企業の組織を企業全体の目標に向けることが経営であり、①目標による

管理、②仕事の組織、③組織の正しい文化、④CEO と取締役会の必要、⑤明日の

経営者の育成、⑥健全なマネジメント構造の確立がそのことであるとされてい

る。 
ドラッカーの現代の経営は 1954 年の出版であるから既に古典である。経営は、

時代の流れに変化して行く部分と変化しない部分があるが、次なる経営思想の

流れはいかなるものであろうか。 
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(2) 経営能力の評価基準 
 
20 世紀の初め、米国の農民層は、孤立した、未開拓の、独自の、巨大な市場

であった。誰もが到達できなかったその市場へのチャンネルを求めるために、

シアーズローバックは、農民のニーズと欲求に応える、正直なカタログと安価

で信頼性のある大量の商品の開発と発送が出来る組織とシステムを確立し、全

米一の小売業へと発展して行った。これはドラッカーの現代の経営の中の“シ

アーズ物語”に記述されているところである。 
 
我が社の顧客は誰か、という問に対して、一人一人としては購買力の小さな、

都市とは異なるニーズを持った孤立した世界の住人、農民と答を定め、その農

民にとって価値あるものは何かという思考と探究を行った。そして我が社の市

場はどこかとの問いに対しては、未開拓の農村市場と定義した。これを最重要

課題として、通常のチャンネルでは到達できない市場への論理的な流通チャン

ネルを開拓したという成功の物語である。 
ドラッカーはこれをイノベーションの成功例としてかかげ、このような企業

経営の成功にはイノベーションとしての、市場、顧客の開拓、生産性の革新、

新たな市場ニーズの発見等が必要であるとしている。 
 
最近ある企業で、歩留率の改善に取り組むことによって億にも達する数年間

の累積損失を解消するという例を見た。企業には様々な問題が発生するが、短

期的には最も重要な解決すべき課題はたいていの場合、複数ではなくて一つで

ある。この企業の例を見ても、経緯は必ずしも単純ではなく、特別な事情もあ

り老朽設備の更新は叶わず、数年間の問題点との継続した取組みの中で、歩留

率の改善、それも設備投資なしの人的能力による改善がその出口であるとした。

結局のところ、ふさわしい論理をより明確に、より一貫性をもって、より合理

的に仕事に適用した結果、生産性の向上（歩留率の向上、1%が数百万円に相当

する改善を 4 年程度で 6%以上の改善を実現）が図られたのである。この企業は

次のステップとして長期的な課題に取組んでいる。 
 
このような例を見、聞きして、経営能力を評価測定できるのは、イノベーシ

ョン、即ち最重要課題への論理的な取組み、上記の例の場合には、市場や顧客

の開拓と生産性の革新であると感じた。 
イノベーションについても、市場や顧客の開拓や生産性の革新や、まして新

たな市場ニーズの発見については、事前にはほとんど未知の世界への挑戦であ

る。イノベーションの目標の設定を実りあるものにする方法は一つしかない。

それはそれぞれにおいて、最重要課題を把握し、何を評価測定するか（課題と

するか）を決定し、その評価測定の尺度（市場への到達、歩留率）を論理的に

明確にして実行することであると思える。 
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(3) ポーターの競争戦略 
 
マイケル・Ｅ・ポーターは、その著「競争優位の戦略」において、会社が成

功するか失敗するかを決めるのが競争である。競争は業績を向上させ、会社は

競争戦略によって業界において、有利な競争的地位を探求し、収益をもたらす

確固とした地位を樹立した経営を目指すべきだと言っている。そして競争戦略

の選択に当って、二つの中心的な質問に答え、併せて変化に対応して環境を自

社に有利なものに変えることができなければならないとしている。 
 
二つの中心的な質問とは、第一に、会社の収益性を決める基本は、会社の属

する業界の魅力度である。その業界が長期にわたって収益をもたらすかどうか、

即ち、業界の収益魅力度の継続性についてである。第二に、会社はこの業界の

中で平均的に資本コスト以上の投資収益を稼がなければならない。業界の中で

会社の競争的地位が強いと言えるか、会社の競争的地位の安定性についてであ

る。そして、この二つの質問に対する答はつねに変化する。会社が継続してこ

の問に対応できるためには、三つの基本戦略が必要であるとして、①コスト・

リーダーシップ、②差別化、③集中（集中戦略には、コスト集中と差別化集中）

に経営の重点を置かなければならないとしている。 
 
会社が競争戦略を適用する場は市場であり、業界の魅力度は市場における競

争要因である。いかなる業界でも、商品もサービスもつきつめると、五つの競

争要因に、 ① 新規参入業者の脅威、 

② 代替品、サービスの脅威、 

③ 買い手の交渉力 

④ 売り手の交渉力 

⑤ 競争業者間の敵対関係 に帰着するとしている。 

参加する業界における競争の状況と会社の可能性を正しく理解し、できるだけ

自社に有利な条件の中で利益を獲得すべきということになる。 
 
五つの要因の強さは、業界によって異なり、時とともに変化する。現在五つ

の要因があまり強くない業界、例えば、自動車、医薬品などは多数の競争者が

いるにもかかわらず、ほどよい利益をあげている。ところが、これらの要因の

うちいくつかの圧力が強い業界、たとえば鉄鋼、電機、ホテルなどはベストの

経営努力をしても満足のゆく収益をあげることは難しい。業界の収益性は、製

品技術の高低の問題ではなく、業界構造の問題である。養分のない畑（業界、

市場）へ何度も作物を植えれば、やがて土壌は枯れる。同じように、市場へ価

値の高い商品やサービスを提供して利益をあげ続けることは難しい。正しい競

争戦略が必要である。誤った人件費等の削減など、将来にマイナスをもたらす

方法によって短期的に問題(利益など)を解決しようとする傾向に対して、中、長

期的な思考の重要性を指摘している。 
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(4) 鄧小平の微分思考 
 
中国経済改革の総設計師と言われた鄧小平の改革は微分思考であ

ったように思える。その分析的思考には驚嘆せざるを得ない。 
鄧小平の改革の後の中国の発展は、確実にその構想の軌跡をたど

ってきている。 
 
1980 年に中国は、広東省の深圳経済特別区、珠海経済特別区、汕

頭経済特別区、1981 年に福建省の厦門経済特別区という四つの経済

特別区を設立した。これは中国経済の資本主義への窓口とする目的

であったが、同時に他の重要目的を考慮したものでもあった。 
 
中国経済の資本主義への窓口という大きな構想（曲線）を、鄧小

平は「特別区が窓口である。技術の窓口、管理の窓口、知識の窓口、

または対外政策の窓口でもある。」と述べている。その一方で「中国

の対外影響を拡大できる窓口でもある。」と述べ、対外の「外」は外

国というよりも中国の個別の重要問題である大陸以外の香港、マカ

オ、台湾、アジア華僑などの接線（接点）を明確にしようとしてい

るのである。 
 
その接線が深圳を香港返還を視野に入れた海外資金の受入れと政

治的な準備と考えられる。同様に珠海をマカオ返還に備え、厦門を

台湾問題の解決を視野に入れている。汕頭を東南アジアと香港の華

僑の資金の受け皿という経済的目的が主である。これらは重要な接

点であり、微分的考察である。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

鄧小平の展望（積分）と実践（微分） 
 

 

中国の経済発展 

アジア華僑（汕頭） 

台湾（厦門） 
マカオ（珠海） 

香港（深圳） 
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(5) アメリカの戦後政策 
 
再考 沖縄経済(牧野浩隆著 1996 年 12 月沖縄タイムス社発行)から引用 
 

かくして、日本に再軍備費を負担させない(再軍備させない、戦争の放棄)と

の見地から、米軍の沖縄統治と基地建設が同時に決定され、日本に対しては経

済復興に専念させるとの政策が決定された。同政策は一九四八年一〇月「米国

の対日占領政策に関する国家安全保障会議の諸勧告」として承認されるが、そ

こには“沖縄の保有(日本の非軍事化)”と“日本の経済復興”が表裏一体のも

のとして明記されており、その目的に沿って日本と沖縄とではそれぞれ異なっ

た“戦後復興の初期条件”が設定されたことになる。 

 

これらの政策はいわゆる“ドッジ・ライン”と呼ばれているが、最大の特質

は、輸出産業育成の視点から四九年四月に「一ドル＝三六〇円」という“円安”

の単一為替相場を設定したことである。同レートは「全輸出の八〇％が採算可

能」となるように設定されたものであり、これに対し日本政府は輸出貿易の振

興は期して待つべきものがあるとの声明を発している。 

その後日本の輸出は二〇年余にわたり高成長を記録し続けることになる。戦

後復興の初期条件たる「一ドル＝三六〇円」は輸出促進にとってきわめて有利

な“円安”レートであり、日本経済が高度成長へ乗り出す起動力になったので

ある。 
 
もとより、米国にとって第一の目的は米軍基地の建設であり、当然のことな

がら、基地建設を可能にするよう経済的諸条件を整備することに重点がおかれ

た。つづいて、第二の目的である沖縄経済の復興については、基地建設に莫大

な資金が投下されることに着目し、基地建設のもたらす波及効果を最大限に活

用することによって経済復興をはかるという施策が展開されることになった。

これは基地建設と経済復興が“両立”するという政策となり、沖縄経済にとっ

ては文字通り宿命的な戦後復興の方式であった。こうした構図は沖縄経済をし

て、貨幣所得を基地に求める“基地依存”へ誘導するとともに、物資供給を輸

入に求める“輸入依存”の経済へ向かわしめた。 

その結果、同問題は B円に対する為替レートをどの水準に設定するかに転じ、

一九五〇年四月「一ドル＝一二〇B円」という極端なまでに“B円高”のレート

が決定された。わずか数カ月前まで日本円と B円は一対一の等価であった事実

を想起した場合、両者間に三対一の交換比率が設定されたことは、いかに“B円

高”のレート決定であったかが明らかであろう。 

 

本書を読ませていただいて、日本と沖縄の運命が米国に握られ、日本や沖縄の

現状の遠因を感じるとともに、米国の利己主義的な戦略の広範な確かさと同時

にそのあくどさに戦慄を覚えた。 
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(6) 5,000 年(人間)と 5年(IT)の話 
 

この格差と融合とは？ 

          
       (IT)   

(人間)         
    2013 年    

これまで 5,000 年の人間の歴史 この先 5 年間のデジタルやビッグデータの発展 
  
 (過 去)  (現 在) (未 来) 

 
 

世界人口の推移 

 

（人）      

70      

60      

50      

40      

30      

20      

10      

0      

 0 年 500 年 1000 年 1500 年 2010 年 
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損益分岐図表 
 

 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 
 
 
 
 
 

0 新しいこと、足らないこと FOCUS やってはいけないこと  
 

顧客ニーズの発見と Kaizen   Risk と限界の認識  

 
 
 

 
 

 

60 

重点集中 

売上高 

△ 

× 

● 

原価・経費曲線 

y=nax + c 

売上高直線 

y=x 

原価・経費 

有利益売上  A～B 
固定費 C 
経費の傾き nax 

Ａ 

Ｃ 

Ｂ 
× Risk 
意味のない競争(の回避)  
無駄な業務(の廃棄) 
 

◎ 集 中 
顧客の開発と維持 
事業収入の活性化 
顧客の明確化 

△ 改 善 
新しい事業の開発 
古い習慣の打破 

150 
〈30〉 

200 
〈0〉 

   (限界、不透明) 

 需要量、価格、市場規模 

● 

● 
○Ａ 

100 
〈0〉 Ａ′ 

(Ａ′ 現在の損益状況) 
 

Ａ′＝ ＝105%(経営安全率 150) 

 

y=3.5×11.5x＋60(x=100) 

売上減少 

● 
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供給過剰の事業環境、即ち、日本経済のようなデフレの中で、

事業の効率化を図り続ける必要がある。その改善は次の 2

点である。 

(デフレとは供給過剰、競争過多の中で売価及び販売量の増

加が図れないような景況) 
 

 

(1) 歩留りとは、売上の UP と同じである。 

 コストゼロの売上 

 変動利益（率）の向上 

 原価、経費曲線の下方移動 

 

        原価、経費曲線 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 固定費の低減とは、無駄(経費)の削減である。 

 無駄の排除 

 不要な業務の削減 

 事業生産性の向上 

 

        ↓  ↓  ↓   

 

 

 

 

 

 

(3) 上記(1)、(2)の追求により、前頁の○Ａへ向けて現状改

善の努力が必要である。 

この改善は原価ゼ

ロの売上、即ち利益

である。 

人件費、物件費の安

定の中での効率化、

実地棚卸のレベル

アップ等日常業務

の改善などである。 
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「ない」ではなくて「ある」の発想 
  

   

（正月のごあいさつ） 
 
 

 
平成 22 年 12 月 28 日（火） 

 
 沖縄のお正月は天気に恵まれて、20 度以上あるのが例年です。 
 今年も早起きして新年の日の出を眺めたいと思っています。 
 
「すべては心の持ち方次第だ」という渋沢栄一の言葉は企業発展の要だと思う。 

資源が欠乏している沖縄における産業の観点から「心の持ち方」を考えてみ

る。「島」には原料も資源もなかった。しかし「ない」ということで終ればそれ

で終りだ。「ない」をもっと深く考える必要がある。地元に「鉄」がない。50 年

前の沖縄の住宅はほとんど全てが木造であった。台風が来るたびに木造の建物

は破壊され、その修理のために木材が必要となる。木材を調達するとは言って

も限度がある。そこで本土から移入する。木材商は、そうして商売は成り立っ

たが、沖縄の人々や企業は毎年損をするばかりだ。しかし「何もない」と諦め

ては先がない。ある企業は沖縄に台風で壊れない建物の需要は「ある」のでは

ないか。鉄筋コンクリートの建物の必要性が無限に「ある」と考えた。その考

えを実行し、鉄鉱石もない沖縄で製鉄業（電炉）を起こし、今や全国の 1.0％超

のシェア、本土の電炉メーカーと遜色のない財務内容となっている。そして沖

縄の建物は 90％以上が鉄筋コンクリートとなって、最近沖縄には台風が来ない

と言う話もある。それは沖縄には台風の被害が少ないという別の表現かもしれ

ない。結局、この企業は 「ある」と考え、それに挑戦した。それがイノベー

ションというものではなかろうか。 
 
復帰後 38 年、沖縄の経済社会は大きく変化しようとしており、この変化を沖

縄 800 年の歴史における百年に一度のチャンスとして捉えることができる。沖

縄企業は、この変化の意味と過程を理解し、自立と地域の発展のために環境の

激変に応じた根本的な経営体質の見直しを行い、新たな事業機会に対処する必

要がある。 
米軍普天間飛行場をめぐる一連の移設と返還、基地の跡地の再開発の可能性、

開かれたアジア、加えて日本の行財政改革が、この変革の震源である。沖縄経

済における米軍基地の比重は、復帰時県民総生産 100 に対して約 15％と言われ

ていたが、現在は半減した。県内工事の動向は 1993 年の 8,573 億円をピークに

近年は三分の二の水準に減少している。特に公共工事の減少は半減以下と著し

い。これらの脅威を思考方法を変えることによって、自立経済のチャンスにで

きる可能性がある。将来の沖縄経済について、“脱・基地依存、脱・公共工事依

存”、“観光リゾート産業や東南アジアの中の沖縄本来の可能性の追求”といっ

たフレームワークの中で産業の再生と改革を展望すべきである。沖縄経済の過

去と現状は、本土との格差を容認した他者依存の経済運営であった。他者依存

という制約により沖縄の民力は長い間全国平均の 70％前後に低迷してきた。 
 

今こそ沖縄は「ない」ではなくて「ある」の発想、本当のイノベーションの意

味を理解する必要がある。


































































































